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Ⅰ　はじめに

　企業情報の開示は、投資家の投資判断に必要
な情報を提供することを通じて、資本市場にお
ける効率的な資源配分を実現するための基本的
なインフラであり、投資判断に必要とされる情
報を十分かつ正確に、また適時に分かりやすく
提供することが求められる。
　金融庁では、ルールへの形式的な対応にとど
まらない開示の充実に向けた企業の取組みを促
すため、「記述情報の開示に関する原則」 1）を公
表するとともに、開示の好事例を浸透させるた
め、「記述情報の開示の好事例集」 2）（以下、「好
事例集」という）の公表・更新を行っている。
　好事例集の公表に当たっては、投資判断に
とってより有益な情報が提供されることを念頭
に、開示が進んでいると考えられる企業には、
さらなる開示の充実を図っていただくこと、こ
れから取り組む企業には、開示の底上げに役立
てていただくことを目的として取組みを進めて
いる。

　本稿では、各開示項目の参考となる開示例を
含め、好事例集の内容を紹介しつつ、2026年 3
月期以降における記述情報の好開示のポイン
ト、開示の留意点等について紹介する。
　なお、本稿中の図表は好事例集から部分的に
抜粋したものであるため、好事例集と合わせて
ご参照いただきたい。また、本稿中の意見にわ
たる部分については、筆者らの個人的見解であ
ることをあらかじめ申し添える。

Ⅱ　好事例集の概要

　まず、好事例集の概要について説明する。
　金融庁では、開示の好事例の検討に当たり、
投資家・アナリスト・有識者（以下「投資家等」
という）および企業の皆様による勉強会を開催
している。勉強会では、投資家等の皆様より、
望ましい開示に関するご意見をいただき、企業
の皆様からは、開示の充実に当たり実際に行っ
ている取組みや抱えている悩み等、さまざまな
現場の声を共有していただいた。本事例集は、
この勉強会でご議論いただいた内容を踏まえて
取りまとめたものである。
　好事例集は、大きく 2つの項目に分けた構成
としている。
　 1つ目は、「有価証券報告書のサステナビリ
ティに関する考え方及び取組の開示例」とし
て、サステナビリティ情報に関する開示例を
「全般・気候・個別テーマ」、「人的資本、従業員
の状況」の 2つの項目に分け、項目ごとに参考
になる事例等を採り上げている。
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	 1 ）	 https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20190319/01.pdf
	 2 ）	 https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.html
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　 2つ目は、「有価証券報告書のコーポレー
ト・ガバナンスの状況等ほかの開示例」とし
て、「事業等のリスク」、「経営者による財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の
分析」（以下「MD&A」という）、「重要な契約等」、
「コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査の
状況」および「株式の保有状況」の各項目にお
いて参考になる事例等を採り上げている。
　中堅中小上場企業の好事例 3）については、昨
年度とは異なり独立のテーマとはしていない
が、各テーマの事例に含んで採り上げている。

Ⅲ　好開示のポイント等

　ここからは、好事例集より、2026年 3 月期以
降の有価証券報告書作成の参考となる好事例を
示しつつ、投資家等の期待する開示のポイント
や留意点等を紹介する。

1 　有価証券報告書のサステナビリティに関す
る考え方および取組みに関する開示例

　「企業内容等の開示に関する内閣府令」（以下
「開示府令」という）においては、サステナビリ
ティに関する開示について、「ガバナンス」、「戦
略」、「リスク管理」と「指標及び目標」の 4つ
の枠組みで開示することを求めている 4）。この
うち、「ガバナンス」と「リスク管理」について
は、すべての企業に開示が求められる必須記載
項目、「戦略」と「指標及び目標」は、各企業が
重要性を判断して開示する項目としている。ま
た、重要性の判断にかかわらず、人的資本に関
しては、「戦略」において人材の多様性の確保を
含む人材育成方針や社内環境整備方針を記載
し、「指標及び目標」において当該方針に関する
指標の内容、当該指標を用いた目標及び実績に
ついて記載することが求められている。さら
に、2025年 3 月 5 日にサステナビリティ基準委
員会（SSBJ）より「サステナビリティ開示基準」
（以下「SSBJ 基準」という）が公表され、金融審
議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあ
り方に関するワーキング・グループ」報告

（2026年 1 月 8 日公表）では、2027年 3 月期から、
時価総額が一定規模以上の東京証券取引所プラ
イム市場上場会社に対し、段階的に適用される
こととされている。
　好事例集では、SSBJ 基準における「一般開示
基準」、「サステナビリティ開示基準の適用」お
よび「気候関連開示基準」に相当する内容を
テーマとした「全般・気候・個別テーマ」、人材
育成方針や社内環境整備方針、従業員の状況等
をテーマとした「人的資本、従業員の状況」の
2つに分けて事例等を掲載している。
　ここからは、サステナビリティに関する開示
例のうち「全般・気候・個別テーマ」から「ガ
バナンス」の枠組みに関する事例と個別テーマ
（知的財産）に関する事例、「人的資本、従業員
の状況」に関する事例について紹介する。
⑴　サステナビリティ情報に関する開示─全
般・気候・個別テーマ
　サステナビリティ情報に関する開示のうち
「ガバナンス」の枠組みに関しては、投資家等か
ら「監督と執行の役割分担を明確に記載すると
ともに、取締役会での報告・協議・決議の具体
的な内容を記載することが望ましい」との見解
が示されている。執行側のガバナンス体制につ
いては充実した記載がなされている一方で、取
締役会などの監督側の視点での記載が乏しい事
例がみられるが、ガバナンスの開示はサステナ
ビリティ関連のリスクと機会をモニタリング
し、管理し、監督するための体制を開示する目
的であるとされているため、監督側の視点で
しっかりと記載してほしいということである。
　この点の参考となる開示例として、リコーの
事例では、監督と執行に分けて記載し、監督体
制、実施方法を具体的に記載している。さらに、
取締役のスキル開発や役員報酬の評価体系にサ
ステナビリティに関する指標が含まれているこ
とについても、有価証券報告書の他の記載項目
を参照しながら簡潔に記載している。
　次に、気候変動以外のサステナビリティ開示
に関する個別テーマに関しては、投資家等から
「知的財産や自然資本の開示では、経営戦略と

	 3 ）	 中堅中小上場企業の事例選定にあたっては、直近売上高が300億円以下の企業を対象範囲としている。
	 4 ）	 開示府令第三号様式記載上の注意⑽が準用する開示府令第二号様式記載上の注意㉚参照。
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の関連性を明確にすることが望ましい」との見
解が示されている。たとえば、知的財産権につ
いて、単なる保有状況ではなく企業価値向上に
どう寄与するかを説明することなどは有用とい
うことである。
　この点の参考となる開示例として、セイコー
エプソンの事例を紹介する。本事例では、戦略
において知的財産に関する活動についての事業
戦略との関係や企業価値の創造とのつながりに
ついて、企業独自の指標である価値階層レベル
の説明とともに記載し、指標および目標におい
て当該指標に関連する企業の状況について説明
を行うことで、企業の知財戦略の現在地を理解
しやすい開示となっている（図表 1）。
　投資家等からは、前述の見解以外にも「有価
証券報告書の複数項目に関連する事項について
重複を避ける工夫は有用である。ただし、参照
元の要求事項が参照先の開示を参照することで
満たされるかどうかについて留意して行う必要
がある」との見解も示されているが、先に紹介
したリコーの開示においても、有価証券報告書

の他の記載項目を参照するな
どの工夫がみられる。
　この他、好事例集には、特
定したサステナビリティ関連
のリスク・機会と具体的な取
組みの対応関係を、表形式を
用いて明確に示している事例
や、財務的影響や影響期間に
ついて脚注などで具体的な数
値を開示している事例等も掲
載している。
⑵�　サステナビリティ情報に
関する開示─人的資本、
従業員の状況
　サステナビリティ情報に関
する開示の 2つ目は、人的資
本、従業員の状況である。
　人的資本の開示に関して
は、投資家等から「経営戦略
と人材戦略の連動性を明確に
示すことが望ましい」、「人的
資本の指標は、戦略と指標及
び目標の連動が重要」等の見

解が示されている。
　この点に関し、人材戦略等の参考となる開示
例として、日立製作所の事例を紹介する。本事
例では、戦略において中期経営計画における経
営戦略を実現するために求められる人財および
組織を記載したうえで、デジタル人財の確保な
ど、必要となる人事戦略について説明し、指標
及び目標において当該戦略に関連する指標を開
示している（図表 2、図表 3、図表 4）。
　さらに、投資家等からは「事業戦略ごとの必
要人材数やスキル構成を定量的に開示すること
が望ましい」との見解も示されている。どの事
業にどれだけの人材が必要で、育成・採用計画
がどのように収益予測に結びつくのかなど、企
業の目的意識が理解できるデータを開示するこ
とで、データの意味が伝わり建設的な対話につ
ながることが期待される。この点、日立製作所
の開示では、戦略において記載されたデジタル
人財の確保・育成について必要とされる目標と
実績が開示されているなど、参考になる事例の
一つであると考えられる。

〔図表 1〕　セイコーエプソンの事例【図表１】セイコーエプソン㈱の事例 
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　なお、人的資本の開示に当
たっては、内閣官房・金融
庁・経済産業省において本年
3月23日に「人的資本可視化
指針（改訂版）」等の資料も公
表 5）しており、別紙「戦略に
焦点をあてた人的資本開示〜
投資家の期待に応えるための
考え方の整理〜」において
は、経営戦略と人材戦略の連
動の考え方などについて詳し
く記載されているため、こち
らも参考としていただきた
い。
　さらに、人的資本および従
業員の状況については、2026
年 2 月20日の改正開示府令の
公布・施行により、2026年 3
月31日以後に終了する事業年
度に係る有価証券報告書か
ら 6）、「従業員の状況」の記載
位置を「第 1【企業の概況】」から「第 4【提出
会社の状況】」に移動した上、新たに開示が求め
られる事項 7）がある。本稿では詳細については
触れないが、金融庁ウェブサイトにおいて、パ
ブリックコメントへの回答も含めて掲載してい
るため、ご参照いただきたい 8）。
　また、従業員の状況に関しては、投資家等か
ら「多様性指標の開示において、都合のよくな
い数字であっても開示し、自社の弱みを含んだ

原因について客観的に分析を行い、その解消の
ための対応策について開示を行うことは、企業
の人事戦略の進捗を把握するうえで有用」との
見解が示されている。
　従業員の状況の参考となる開示例として、デ
ンソーの事例を紹介する。本事例では、各男女
比率について、自社の弱みについて認識したう
えで、原因を分析し、その解消のための対応策
について具体的に記載している（図表 5）。本事

	 5 ）	 内閣官房・金融庁・経済産業省による以下の資料（2026年 3 月23日公表）参照。
　　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/hizaimu/index.html
　　・人的資本可視化指針（改訂版）
　　・�戦略に焦点をあてた人的資本開示〜投資家の期待に応えるための考え方の整理〜（人的資本可視化指針（改訂版）

別紙）
　　・経営戦略と人材戦略の連動及びそれを踏まえた指標の開示事例（付録①）
	 6 ）	「企業内容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣
府令」（2026年 2 月20日公布）第二号様式「第二部　第 4【提出会社の状況】」、記載上の注意「（58-2）人材戦略に
関する基本方針等」、「（58-3）従業員の状況」及び附則第 2条参照。

	 7 ）	 ①連結ベースの企業戦略と関連付けた人材戦略、②①を踏まえた従業員給与等の決定方針（提出会社についての
方針（※）に限定可）、③提出会社の従業員の平均給与の対前年比増減率

　　※�　提出会社が主として子会社の経営管理を行う会社である場合には、提出会社及び最大人員会社（外国会社を除
く連結子会社のうち、従業員数が最も多い会社（当該会社の従業員数が連結会社の従業員数の過半数を超えない
場合には、次に従業員数の多い会社も含む。））についての方針。なお、提出会社が主として子会社の経営管理を
行う会社である場合には、最大人員会社についての従業員給与の平均額、その前年比増減率等の記載も必要。

	 8 ）	 https://www.fsa.go.jp/news/r7/shouken/20260220/20260220.html

〔図表 2〕　日立製作所の事例①
【図表２】㈱日立製作所の事例① 
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例に関しては、問題意識とし
て、「女性管理職比率」や「男
女賃金差異」が低いことにつ
いて、会社の考えや取組みが
ステークホルダーに十分伝わ
らない可能性があることを課
題として捉えたことやプロセ
スや開示に当たっての工夫、
開示の充実によるメリットな
ど、開示に当たっての主な取
組みの内容についても掲載し
ている（図表 6）。
　この他、好事例集には、具
体的な人材戦略における指標
として量的な面で営業人員の
増強及び質的な面で一人当た
り収益の強化を掲げたうえ
で、その実績を開示している
事例や、経営理念に関連した
各取組みにより離職率の低下
や労働効率の改善がみられて
いる事例、年代別平均給与を
複数年度にわたって開示して
いる事例、非正規雇用者の平
均給与について開示している
事例等も掲載している。

2 �　有価証券報告書のコーポ
レート・ガバナンスの状況
等ほかの開示例

　ここまでサステナビリティ
情報に関する開示について紹
介した。
　ここからは、「コーポレー
ト・ガバナンスの状況等ほか
の開示例」から、「事業等のリ
スク」、「MD&A」、「重要な契
約等」、「コーポレート・ガバ
ナンスの概要」、「監査の状
況」及び「株式の保有状況」
に関する事例等について紹介
する。
⑴　事業等のリスク
　事業等のリスクの開示にお

〔図表 3〕　日立製作所の事例②
【図表３】㈱日立製作所の事例② 

  

  

〔図表 4〕　日立製作所の事例③【図表４】㈱日立製作所の事例③ 
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いては、企業の財政状態、経
営成績およびキャッシュ・フ
ローの状況等に重要な影響を
与える可能性があると経営者
が認識している主要なリスク
について、当該リスクが顕在
化する可能性の程度や時期、
当該リスクが顕在化した場合
に経営成績等の状況に与える
影響の内容、当該リスクへの
対応策を記載するなど、具体
的に記載することが求められ
ている。また、開示に当たっ
ては、リスクの重要性や経営
方針・経営戦略等との関連性
の程度を考慮して、分かりや
すく記載することが求められ
る 9）。
　事業等のリスクについて、
投資家等からは、「環境変化
等によりリスクは変化するた
め、リスクの発生時期や頻度
などを含め定期的に見直しを
行うことが重要であり、見直
しの結果、変更した点が分か
るような記載や変更となった
理由が示されることは有用」、
「一般的なリスクの羅列では
なく、投資判断に重要な影響
を及ぼす可能性の観点から、
自社固有の切り口で開示する
ことや、経営戦略との関係や
顕在化速度、残存リスク、将
来の見通しの開示など、解像
度を高める工夫を行うことが
望ましい」等の見解が示され
ている。
　次に、事業等のリスクの参
考になる開示例として、DIC
の事例では、「経営方針、経営
環境及び対処すべき課題等」
の開示において記載している

	 9 ）	 金融庁「記述情報の開示に関する原則」（2019年 3 月19日）Ⅱ． 2参照。

〔図表 5〕　デンソーの事例【図表５】㈱デンソーの事例 

 

  〔図表 6〕　デンソーの主な取組み
【図表６】㈱デンソーの主な取組み 
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積極的な開発投資や事業買収に関連するリスク
について開示されている。さらに、経理の状況
における重要な会計上の見積もりにおいても、
当該リスクに関連した子会社の固定資産減損な
ど投資に関連する見積り項目が記載され、有価
証券報告書内の他の開示と連動した開示となっ
ているなど、参考になる事例と考えられる。
⑵　MD&A
　MD&Aでは、経営成績等の状況の概要と経
営者の視点による経営成績等の状況に関する分
析・検討内容、重要な会計上の見積りの記載が
求められている。このうち、経営成績等の状況
の概要では、財政状態や経営成績、キャッ
シュ・フローについて、前年同期との期間比較
分析の内容について記載することとされてい
る。
　このうち、経営者の視点による経営成績等の
状況に関する分析・検討内容では、財務情報の
期間比較分析の内容にとどまらず、経営方針・
経営戦略等に従って事業を営んだ結果である当
期の経営成績等の状況について、経営者の視点
による振り返りを行い、経営成績等の増減要因
等について具体的に記載することが求められ
る 10）。また、キャッシュ・フローの状況の分析
では、資金調達の方法や主要な使途を含む資金
需要の動向を記載することが求められている
が、資金をどのように成長投資、手許資金、株
主還元に振り分けるかといった内容や企業の資
本コストに関する経営者の考え方を記載するこ
とが重要と考えられる 11）。
　重要な会計上の見積りでは、会計上の見積り
および当該見積りに用いた仮定のうち、重要な
ものについて、当該見積りおよび当該仮定の不
確実性の内容やその変動により経営成績等に生
じる影響等を記載することが求められる。すな
わち、市況の変化等によって、将来、重要な損
失が生じる可能性がどの程度存在するか、潜在
的な損失を明らかにすることが期待される。
　MD&Aについて、投資家等からは、「有価証
券報告書の事業の状況の各項目間の関連性を高
め、一貫した説明となる構成になることが望ま

しい」、「経営者の視点からKPI や財務数値の分
析結果、環境変化の認識について具体的に開示
し、企業価値との関連について説明することが
望ましい」等の見解が示されている。
　これは、単に目標や実績を記載するのみでは
なく、経営者が認識している経営環境や外部環
境の変化の傾向等を背景として説明することが
有用であるということである。
　次に、MD&Aの参考になる開示例として、
日立製作所の事例では、中期経営計画における
計画目標について、経営戦略に関連して実施し
た取組みおよびその成果について数値を交えて
具体的に記載され、経営方針、経営環境及び対
処すべき課題等において開示済の内容と連動し
た一貫した開示となっているなど、参考になる
事例と考えられる。
⑶　重要な契約等
　「重要な契約等」に関する開示については、
2023年12月22日に「企業内容等の開示に関する
内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関
する内閣府令の一部を改正する内閣府令」が公
布、2024年 4 月 1 日から施行されており、2025
年 3 月31日以後に終了する事業年度に係る有価
証券報告書等から適用されている。これによ
り、有価証券報告書等における「重要な契約等」
に関する開示の拡充を図るために、①企業・株
主間のガバナンスに関する合意、②企業・株主
間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合
意および③ローン契約（金銭消費貸借契約）と社
債に付される財務上の特約の 3つの類型につい
て、開示すべき具体的な対象やその開示内容が
明確化された。
　重要な契約等について、投資家等からは、「取
締役会や経営陣が主導して、投資家の信頼獲得
や理解向上に資する開示を積極的に進めるとい
う視点を持ち、過去の開示の有無にとらわれず
に、重要性のある契約を開示していくという姿
勢が重要」、「守秘性の高い情報等の詳細な開示
まで求めるものではないが、投資者の投資判断
や、投資家との建設的な対話に資する具体的な
開示が求められる」等の見解が示されている。

	 10）	 金融庁「記述情報の開示に関する原則」（2019年 3 月19日）Ⅱ． 3 - 1 参照。
	11）	 金融庁「記述情報の開示に関する原則」（2019年 3 月19日）Ⅱ． 3 - 2 参照。



商事法務No.2422 2026. 5. 5

─ 45 ─

開示府令で明確化された 3つ
の類型だけを開示すれば足る
というものではなく、今まで
の開示の見直しも含め、投資
家の意思決定に重要な契約を
積極的に開示していくことが
期待されるということであ
る。
　次に、重要な契約等の参考
になる開示例として、日本製
鉄の事例を紹介する。本事例
では、開示を要すると判断し
た多数の契約について表形式
を用いて簡潔に記載し、詳細
な説明を要する契約について
は脚注に内容を記載するな
ど、各契約の複雑性や重要性
に応じた工夫を行っている。
さらにこの事例では、期末日
後に締結した関連する米国政
府との契約について、経理の
状況の後発事象注記において
開示を行っており、そこでは
黄金株などのガバナンス上の
合意について開示されてい
る。なお、当該契約の概要は
翌期の半期報告書における重
要な契約等にて開示されてい
る（図表 7、図表 8）。
　投資家等からは前述の見解
以外に「重要な契約等と、事
業等のリスクや経理の状況な
どの有価証券報告書の他の記
載項目との連動性、関連性を
意識した開示をすることが有
用」との見解も示されてい
る。日本製鉄の事例では、経
理の状況の後発事象において
も関連する開示を行ってお
り、有価証券報告書内での記
載が連動している例になるた
め、当事例も参考に開示の充
実を図っていただきたい。
　この他、好事例集には、取

〔図表 7〕　日本製鉄の事例①【図表７】日本製鉄㈱の事例① 

 

  

〔図表 8〕　日本製鉄の事例②【図表８】日本製鉄㈱の事例② 
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締役候補者の推薦権を有する旨の合意等を具体
的に記載している事例や、財務制限条項の内容
を開示するとともに、事業等のリスクや経理の
状況においても連動した開示がされている事
例、フランチャイズ契約について具体的に開示
している事例等を掲載している。
⑷　コーポレート・ガバナンスの概要
　コーポレート・ガバナンスの概要では、提出
会社のコーポレート・ガバナンスに関する基本
的な考え方を記載した上で、提出会社の企業統
治の体制の概要および当該企業統治の体制を採
用する理由を具体的に記載することや、取締役
会、指名委員会等設置会社における指名委員会
および報酬委員会ならびに企業統治に関して提
出会社が任意に設置する委員会その他これに類
するもの（以下「取締役会等」という）の活動状
況（開催頻度、具体的な検討内容、個々の取締役ま
たは委員の出席状況等）を記載すること等が求め
られている。
　コーポレート・ガバナンスの概要に関して投
資家等からは、「取締役会の実効性評価は課題
抽出で終わらせず、前年度に識別した課題に対
する当年度の取組みを示すことが重要」等の見
解が示されている。前年度識別した課題に対す
る当年度の取組み結果を開示することにより、
ガバナンスの改善や向上に向けた取組み状況を
示してほしいということである。
　次に、「コーポレート・ガバナンスの概要」の
参考となる開示として、日清オイリオグループ
の事例では、当年度の実効性評価の内容および
その評価結果、当該評価結果を受けたさらなる
実効性向上のための取組みの内容について記載
している。
　この他、好事例集には、取締役の選任方針に
ついて会社が考える取締役会の知識・経験・能
力等の考え方について記載している事例、取締
役会をサポートするための支援機関について記
載を行っている事例等も掲載している。
⑸　監査の状況
　監査の状況では、提出会社の監査役および監
査役会（監査等委員会設置会社における監査等委員
会および指名委員会等設置会社における監査委員
会を含む。以下「監査役等」という）の活動状況
（開催頻度、具体的な検討内容、個々の監査役の出

席状況および常勤の監査役の活動等）や、内部監
査の状況等として、内部監査の実効性を確保す
るための取組み（内部監査部門が代表取締役のみ
ならず、取締役会ならびに監査役および監査役会に
対しても直接報告を行う仕組みの有無を含む）に
ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記載す
ることが求められている。
　監査の状況に関して、投資家等からは、「内部
監査の活動・成果をグローバル内部監査基準な
どの客観的な基準に照らして体系的に開示する
など、守り一辺倒から脱却し積極的な説明を行
うことは非常に有用」、「監査テーマや具体的な
活動内容のほか、関係部門間の連携、会計監査
人との対話の内容などの記載は有用」等の見解
が示されている。内部監査は価値創造のプロセ
スの一環であり、どう価値創造に結び付けるの
かという視点で投資家も注目していること、監
査役会の活動は企業により異なることから、具
体的な連携の開示などは、投資家がその実態の
理解を行うために有効であるということであ
る。
　次に、監査の状況の参考となる開示例とし
て、カゴメの事例を紹介する。本事例では、企
業の内部監査業務について、グローバル内部監
査基準を参考にして検討した結果を記載するな
ど、積極的な開示がなされ参考となる事例と考
えられる（図表 9）。
　投資家等からは前述の見解以外に「重点監査
項目を列挙するだけでなく、重点監査項目に対
する監査結果や監査役会等の認識を記載するこ
とはより有用」、「監査役等に企業価値を付加す
るような体制及びスキル、リソースが割かれて
いるかが理解できる情報の開示を行うことは望
ましい」、「定型文から脱し、担当している監査
役、監査委員、内部監査の人たち『当事者の言
葉』でその視点を示すことは有用」との見解も
示されている。
　この他、好事例集には、監査役会の実効性評
価について、当年度の実効性の判断結果につい
ても記載し、併せて次年度における改善項目を
明示している事例、内部監査部門を活用しなが
ら監査を行うハイブリッド監査であることを説
明し、関連部署間の連携について記載している
事例、重点監査項目について、監査等委員会の
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認識を開示している事例等を
掲載している。さらに、株式
の保有状況について、事業効
率化を目的とした契約に基づ
き相互保有を行っていること
を記載した事例や、政策保有
株式の縮減の実績を定量的に
記載している事例、売却検討
対象となる数値基準を具体的
に記載している事例等を掲載
している。
　株式の保有状況の開示に関
しては、有価証券報告書レ
ビューの結果公表資料中に
「売らせない圧力」や「政策保
有株式の純投資目的への保有
目的変更」のコラムがあるた
め、こちらもぜひご一読いた
だきたい 12）。

Ⅳ　おわりに

　多くの上場企業が決算を行
う2026年 3 月期の決算の時期
を迎えた。
　わが国の資本市場のさらな
る発展のためには、企業情報
の開示の充実が図られ、企業
と投資家による建設的な対話
等を通じた、中長期的な企業価値向上に繋がる
資本市場の構築が望まれる。
　そのため、企業の方々には、より一層の充実
した開示に努めていただくことを大いに期待し
ている 13）。そして、これらの取組みの一助とし

て、「記述情報の開示の好事例集」をご活用いた
だけると幸いである。

（たかはし・あつこしらつき・ひでかず
せ お ・ ゆ う す け）

	 12）	 金融庁「令和 7年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき事項等」（2026年 3
月27日公表）参照。

	13）	 金融庁のウェブサイトでは、好事例集等の記述情報の充実に関連する詳細情報を「企業情報の開示に関する情報
（記述情報の充実）」という項目でまとめて掲載しているので参照されたい。

〔図表 9〕　カゴメの事例
【図表９】カゴメ㈱の事例 

 

 


